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事 業 名 教育支援センター運営事業（令和元年度実施）

担当課・室・係 学校教育課・学校教育係

事業の目的

市内の小学校または中学校に在籍し、心理的な要因等によ

り不登校状態にある児童・生徒に対して、社会的自立を促す

ことを目的として通室制のセンターを設置している。

事業の概要

（事業内容）

①教育相談（訪問、来所相談、電話相談、家庭訪問）

②児童生徒のための開室（週５日※土日祝祭日除く）

③学習指導

④関係機関、学校との連携

⑤その他社会的自立を促すために必要な支援及び指導

（調理実習、スポーツ活動等）

事業結果に

対する評価

Ａ

きわめて良好

Ｂ

良 好

Ｃ

おおむね適正

Ｄ

問題がある

Ｅ

かなり問題

【問題点など】

教育支援センターは個別指導や家庭訪問など、地道で粘り強い指導により成

果を出しており、事業結果は良好と認められるが、以下のような若干の問題点

も見受けられる。

小中学校にはまだ多くの不登校児童･生徒がおり、専門施設の支援を必要とし

ていることから、一人でも多くの子どもたちを教育支援センターに通わせられ

るように、当該センターの存在を広く市民に周知する努力が必要である。

また、単純に学校復帰率だけを成果の指標にすることには疑問がある。

事業の今後

の方向性

１

拡 充

２

継 続

３

改 善

４

縮 小

５

休止・廃止

【提言など】

教育支援センター運営事業は子どもたちの学校復帰に一定の成果を上げてお

り、事業の今後の方向性は継続とするが、特に以下の点について求める。

民間活力利用の検討もしつつ、センターに通えない不登校児童生徒への支援

にも力を入れること。

また、学校復帰率だけを成果の指標にするのではなく、復帰後も生徒、児童、

保護者の心に寄り添った対応を心がけ、そのための人材配置に努めること。


